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(2)-3 再審査事件取扱件数                             （第 2-3 表）  

 
(3)-1 申立人別申立件数及び構成比率（初審）                     （第 3-1 表）   

 
 

(3)-2 申立人別申立件数及び構成比率（初審）〔民間企業関係事件〕           （第 3-2 表） 

 
 

 

 

 

（単位：件、％）

年

労
働
者
側

使
用
者
側

計
取
下

無
関
与
和
解

関
与
和
解

計

取
下
・
和
解
率

初
審
支
持

一
部
変
更

全
部
変
更

却
下

計

26 130 27 33 60 190 5 0 19 24 46 21 4 3 0 28 52 27 138

27 138 27 32 60 198 5 0 31 36 47 25 16 0 0 41 77 39 121

28 121 34 42 76 197 6 0 40 46 53 29 5 5 1 40 86 44 111

29 111 26 35 62 173 8 2 28 38 54 24 6 2 0 32 70 40 103

30 103 26 38 64 167 11 0 52 63 81 12 2 0 1 15 78 47 89

区
分

係　属　件　数 終　　結　　状　　況

取下・和解 命令・決定

終
結
計

終
結
率

次
年
繰
越

前
年
繰
越

新規申立

係
属
計

（注）１　取下・和解率 ＝
取下 ＋ 無関与和解 ＋ 関与和解

 ×100
 終結件数計

２　終結率 ＝　
終結件数計

 ×100
係属件数計

３　平成27年及び平成29年については、審査再開事件１件があったため、新規申立計は、
    労働者側新規申立件数と使用者側新規申立件数の合計と一致しない。

（単位：件、％）
年

区分 26 27 28 29 30 26 27 28 29 30

371 347 303 300 298 100 100 100 100 100

組  合 360 333 288 288 277 97 96 95 96 93

個  人 2 4 8 6 10 1 1 3 2 3

組・個 9 10 7 6 11 2 3 2 2 4

7

（注）　申立人別の組・個は組合と個人によるものを表す。

件　　　　　数 構　成　比　率

新規申立件数

申
立
人
別

　　  （単位：件、％）
年

区分 26 27 28 29 30 26 27 28 29 30

354 331 290 289 289 100 100 100 100 100

組  合 343 319 281 280 272 97 96 97 97 94

個  人 2 3 3 3 6 1 1 1 1 2

組・個 9 9 6 6 11 3 3 2 2 4

（注）　申立人別の組・個は組合と個人によるものを表す。

新規申立件数

申
立
人
別

件　　　　　数 構　成　比　率
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(4)-2 労組法第７条該当号別申立件数及び構成比率（初審）〔民間企業関係事件〕   （第 4-2 表） 

 
 

 

(5)-2 企業規模別申立件数及び構成比率（初審）〔民間企業関係事件〕                 （第 5-2 表） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　  （単位：件、％）
年

区分
26 27 28 29 30 26 27 28 29 30

354 331 290 289 289 100 100 100 100 100

１ 号 関 係 143 141 115 127 126 40 43 40 44 44

２ 号 関 係 281 250 216 222 220 79 76 74 77 76

３ 号 関 係 170 154 138 160 175 48 47 47 55 61

４ 号 関 係 8 11 4 4 13 2 3 1 1 4

１ 号 16 22 19 13 8 5 7 7 4 3

２ 号 143 132 113 90 91 40 40 39 31 31

３ 号 17 19 20 21 23 5 6 7 7 8

４ 号 - - - - - - - - - -

１ ・ ２ 号 24 22 20 26 12 7 7 7 9 4

１ ・ ３ 号 39 33 36 31 35 11 10 12 11 12

１ ・ ４ 号 - - - - - - - - - -

２ ・ ３ 号 51 39 40 51 48 14 12 14 18 17

２ ・ ４ 号 - - - - 1 - - - - 0

３ ・ ４ 号 - - - - - - - - - -

１ ・ ２ ・ ３ 号 56 53 38 53 59 16 16 13 18 20

１ ・ ２ ・ ４ 号 1 - - - 1 0 - - - 1

１ ・ ３ ・ ４ 号 1 6 - 2 2 0 2 - 1 1

２ ・ ３ ・ ４ 号 - - - - - - - - - -

１・２・３・４号 6 4 2 2 7 2 1 1 1 2

（注）

２　大分類の構成比率は、申立件数に対するものである。 　
３　構成比率が四捨五入し０％となる場合は、０％と表示している。

１　大分類の各号別関係件数は、内訳の申立号別件数を各号別関係に整理し、集計したものであり、申立件数
　とは一致しない。

件　　　　　数 構　　成　　比　　率

件　　　　　　数

大
分
類

内
　
　
　
　
訳

（単位：件、％）
年

区分
26 27 28 29 30 26 27 28 29 30

合 計 354 331 290 289 289 100 100 100 100 100

49 人 以 下 117 112 93 72 99 35 39 32 25 34

50 ～ 99 人 45 40 38 44 29 14 14 13 15 10

100 ～ 499 人 88 83 69 84 65 27 29 24 29 22

500 ～ 999 人 25 13 17 19 16 8 4 6 7 6

1,000 人 以 上 54 52 35 45 60 16 18 12 16 21

不 明 25 31 38 25 20 8 11 13 9 7

件　　　　　数 構　　成　　比　　率
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(6)-1 業種別・企業規模別申立件数（初審）                                        （第 6-1 表） 

 

（単位：件、％）

　　　　　　　　　　　　　　企業規模
業種

４９人以下 ５０～９９人 １００～４９９人 ５００～９９９人 １，０００人以上 不明 合計

A ＜農業，林業＞ 0 0 2 0 0 0 2

01 農業 0 0 2 0 0 0 2

02 林業 0 0 0 0 0 0 0

B ＜漁業＞ 0 0 0 0 0 0 0

03 漁業 0 0 0 0 0 0 0

04 水産養殖業 0 0 0 0 0 0 0

C 鉱業，採石業，砂利採取業 0 0 1 0 0 0 1

D 建設業 8 0 0 0 2 10

E ＜製造業＞ 20 7 7 1 6 0 41

09 食料品製造業 1 1 1 0 1 0 4

10 飲料・たばこ・飼料製造業 0 0 0 0 0 0

11 繊維工業 0 0 0 0 0 0

12 木材・木製品製造業 0 0 0 0 0 0

13 家具・装備品製造業 0 0 0 0 0 0

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 0 0 0 0 0 0 0

15 印刷・同関連業 1 1 0 0 0 2

16 化学工業 1 1 2 1 0 0 5

17 石油製品・石炭製品製造業 0 0 0 0 0 0

18 プラスチック製品製造業 0 0 0 0 0 0

19 ゴム製品製造業 0 0 0 0 0 0

20 なめし革・同製品・毛皮製造業 0 0 0 0 0 0

21 窯業・土石製品製造業 9 3 1 0 0 0 13

22 鉄鋼業 0 0 0 1 0 1

23 非鉄金属製造業 0 0 1 0 0 0 1

24 金属製品製造業 1 1 0 0 0 0 2

25 はん用機械器具製造業 0 0 0 0 0 0

26 生産用機械器具製造業 0 0 0 0 0 0 0

27 業務用機械器具製造業 3 0 0 0 0 3

28 電子製品・デバイス・電子回路製造業 1 0 1 0 0 0 2

29 電気機械器具製造業 1 0 0 2 0 3

30 情報通信機械器具製造業 0 0 0 0 0 0 0

31 輸送用機械器具製造業 1 0 0 0 2 0 3

32 その他の製造業 1 0 1 0 0 0 2

F ＜電気・ガス・熱供給・水道業＞ 0 0 0 0 2 0 2

33 電気業 0 0 0 0 1 0 1

34 ガス業 0 0 0 0 0 0 0

35 熱供給業 0 0 0 0 0 0 0

36 水道業 0 0 0 0 1 0 1

G ＜情報通信業＞ 10 2 3 1 4 0 20

37 通信業 0 1 0 0 0 0 1

38 放送業 0 0 0 1 1 0 2

39 情報サービス業 5 0 1 0 2 0 8

40 インターネット附随サービス業 1 0 0 0 0 0 1

41 映像・音声・文字情報制作業 4 1 2 0 1 0 8

H ＜運輸業，郵便業＞ 11 6 17 1 18 2 55

42 鉄道業 0 0 0 0 5 0 5

43-1 道路旅客運送業（バス専業） 0 0 3 1 2 0 6

43-2 　〃　（ハイヤー・タクシー業） 0 0 8 0 0 0 8

44 道路貨物運送業 9 6 5 0 6 2 28

45 水運業 1 0 0 0 0 0 1

46 航空運輸業 0 0 0 0 2 0 2

47 倉庫業 0 0 0 0 0 0 0

48 運輸に附帯するサービス業 1 0 1 0 2 0 4

49 郵便業 0 0 0 0 1 0 1

I 卸売業，小売業 6 3 5 0 6 1 21

J 金融業，保険業 2 0 2 0 0 0 4

K 不動産業，物品賃貸業 2 2 0 0 0 1 5

L ＜学術研究，専門・技術サービス業＞ 6 1 2 0 1 1 11

71 学術・開発研究機関 0 0 0 0 0 0 0

72 専門サービス業（他に分類されないもの） 5 0 0 0 0 1 6

73 広告業 0 1 0 0 0 0 1

74 技術サービス業（他に分類されないもの） 1 0 2 0 1 0 4

Ｍ ＜宿泊業，飲食サービス業＞ 1 0 1 1 2 2 7

75 宿泊業 0 0 0 0 0 0 0

76 飲食店 0 0 1 1 0 2 4

77 持ち帰り・配達飲食サービス業 1 0 0 0 2 0 3

Ｎ ＜生活関連サービス業，娯楽業＞ 2 0 2 1 2 2 9

78 洗濯・理容・美容・浴場業 1 0 0 0 0 2 3

79 その他の生活関連サービス業 1 0 2 0 2 0 5

80 娯楽業 0 0 0 1 0 0 1

O 教育，学習支援業（自動車教習所含む） 3 1 6 4 11 2 27

P ＜医療，福祉＞ 21 5 11 3 5 1 47

83 医療業 4 3 3 2 3 1 16

84 保健衛生 0 0 0 0 0 0 0

85 社会保険・社会福祉・介護事業 18 2 8 1 2 0 31

Q ＜複合サービス事業＞ 0 0 1 0 1 1 3

86 郵便局 0 0 0 0 1 0 1

87 協同組合（他に分類されないもの） 0 0 1 0 0 1 2

R ＜サービス業＞ 7 4 5 2 2 4 24

88 廃棄物処理業 1 3 1 0 0 0 5

89 自動車整備業 0 0 0 0 0 0 0

90 機械等修理業 0 0 0 0 0 0 0

91 職業紹介・労働者派遣業 3 0 0 1 0 3 7

92 その他の事業サービス業 1 0 2 1 2 1 7

93 政治・経済・文化団体 0 0 0 0 0 0 0

94 宗教 1 0 0 0 0 0 1

95 その他のサービス業 1 0 2 0 0 0 3

96 外国公務 0 1 0 0 0 0 1

98 31 65 14 60 18 289

S ＜公務＞ 0 0 1 0 7 0 8

98-1 地方公務（都道府県機関） 0 0 0 0 2 0 2

98-2 地方公務（市町村機関） 0 0 1 0 5 0 6

T 分類不能の産業 0 0 0 0 0 0 0

98 31 66 14 67 18 297

(注)　業種別は平成25年10月改定の日本標準産業分類による。

分類番号

小計

計
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(7) 平均処理日数（初審・再審）                                                   （第 7 表） 

 
 

 

(8)-1 終結事件の処理日数別分布状況及び構成比率（初審）                           （第 8-1 表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 単位：日 ）

     年

326 420 564 403 490 375 417 429 414 418

575 579 544 579 705 634 647 651 612 660

232 346 575 315 380 264 325 319 295 313

729 1,159 785 856 532 468 621 621 522 447

854 1,648 991 674 674 525 745 815 756 513

505 256 574 1,005 447 401 481 453 325 431

（注） 長期滞留事件等の終結日数を含む。

28 29 3021 22 23 24 25 26 27
 区　分

初
　
審

総  平  均

命令・決定

取下・和解

再
審
査

総  平  均

命令・決定

取下・和解

（単位：件、％）

計 命令・決定 取下・和解 計 命令・決定 取下・和解 計 命令・決定 取下・和解 計 命令・決定 取下・和解

合 計 296 111 185 296 89 207 100 100 100 100 100 100

100 日 未 満 36 1 35 44 1 43 12 1 19 15 1 21

100 ～ 199 50 3 47 51 1 50 17 3 25 17 1 24

200 ～ 299 38 6 32 33 3 30 13 5 17 11 3 14

300 ～ 399 29 7 22 33 9 24 10 6 12 11 10 12

400 ～ 499 41 24 17 34 13 21 14 22 9 11 15 10

500 ～ 599 32 20 12 29 15 13 11 18 6 10 17 6

600 ～ 699 19 14 5 18 10 8 6 13 3 6 11 4

700 ～ 799 21 13 8 19 11 8 7 12 4 6 12 4

800 ～ 899 14 11 3 9 6 3 5 10 2 3 7 1

900 ～ 999 10 7 3 12 11 1 3 6 2 4 12 0

1,000 日 以 上 6 5 1 15 9 6 2 5 1 5 10 3

　内3,000日以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区 分

件           数 構   成   比  率

29年 30年 29年 30年
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(9)-3 証人等出頭命令及び物件提出命令の件数（初審・再審）                     （第 9-3 表） 

 
 

 

 

(9)-5 審査の期間の目標の達成状況（平成 30 年）（中労委）                          （第 9-5 表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：件）

認容 却下

初　　審 0 2 2 0 0 1 1 0

再　　審 1 1 2 1 0 0 1 0

合　　計 1 3 4 1 0 1 2 0

初　　審 3 1 4 1 0 2 1 0

再　　審 1 0 1 0 0 0 1 0

合　　計 4 1 5 1 0 2 2 0

初　　審 1 1 2 0 0 2 0 0

再　　審 1 0 1 1 0 0 0 0

合　　計 2 1 3 1 0 2 0 0

初　　審 1 5 6 1 0 3 2 0

再　　審 1 0 1 1 0 0 0 0

合　　計 2 5 7 2 0 3 2 0

29

証人等出頭命令

物件提出命令

30

証人等出頭命令

物件提出命令

次年
繰越

職権
決定前年

繰越
新規
申立

計
取下･
打切

決定
年 区　　　分

係属件数 終結件数

（単位：件、日）

新規申立 係属計 取下・和解 命令・決定 終結計

件　数 83 61 144 63 14 77

38 5 43

34 5 39

4 0 4

25 9 34

431 498 443平均処理日数

係属状況 終結状況

前年繰越

処
理
日
数
別
内
訳
件
数

１年３か月以内

１年以内

１年超～１年３か月以内

１年３か月超
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(9)-6 審査の期間の目標外としている事件の取扱状況（中労委）                       （第 9-6 表） 

 

（単位：件）

前年繰越 新規申立 係属計 取下・和解 命令・決定 終結計

26年 20 0 20 0 0 0 20

27年 20 4 24 0 1 1 23

28年 23 2 25 0 1 1 24

29年 24 0 24 0 4 4 20

30年 20 3 23 0 1 1 22

（注）　同一当事者間の事件が相当数係属し申立て後直ちには手続を進行させ難いと認め
　　　られた事件や平成16年改正労働組合法の施行前から係属する極めて処理困難な事件
　　　をいう。

　　　 区分

年

係属件数 終結状況
繰越件数
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(10)-１ 全労委行政訴訟事件数（年次別）                            （第 10-1 表）                                       

 
 

  

（単位：件）

26 27 28 29 30 26 27 28 29 30

18 14 8 6 13 14 15 14 11 15

3 5 2 1 6 4 1 5 1

14 5 7 13 7 3 5 9 11 4

17 10 7 15 8 9 9 10 16 5

35 24 15 21 21 23 24 24 27 20

10 8 1 4 5 2 2 6 1

1 1 1 0

11 7 3 2 6 7 6 11 6 9

 1 3 1 1 1 1

2 1

21 16 9 8 13 8 10 13 12 11

2 5 5 4 5 5 3 4 4 4

7 6 5 3 3 6 3 11 5 6

1 3 1 1 1 1 1

7 7 8 4 4 7 4 11 5 7

9 12 13 8 9 12 7 15 9 11

1 2 1 2 1 2

1

1 4 5 1 2 7 3 9 5 6

2 1 1 1 1 1

1 1 1 1

4 7 9 3 5 9 3 11 5 8

0 2 4 2 1 7 7 1 6 0

2 2 2 1 3 1 8 3 4

0 2

2 4 2 0 1 3 1 8 3 4

2 6 6 2 2 10 8 9 9 4

1 1

1 4 1 3 7 3 8 2

0 2 4 1 0 3 7 3 9 2

0 2 5 2 1 11 8 2 7 1

2 3 2 3 4 3 1 9 5 6

2 1 1

2 5 2 3 4 4 2 9 5 6

2 7 7 5 5 15 10 11 12 7

1 2 1

却 下

棄 却

一 部 取 消

原判 決 破棄

 1 5 2 2 6 8 4 11 4

0 2 5 4 2 7 8 4 11 4

48 49 41 36 37 60 49 59 57 42

25 27 27 16 20 27 28 31 37 25

（注）　平成28年年報において、平成26年における第一審（中労委分）における判決の結果を修正したため、平成27年以前の

　　　　数値とは一致しない。

終 結 合 計

判
決
・
決
定

受 理

不 受 理

失 効

終 結 計

係 属 合 計

上

告

受

理

申

立

係

属

前 年 繰 越

提
起

当 事 者

労 委 ・
訴 訟 参 加 人

小 計

係 属 計

終

結

取 下

終

結

取 下 ・ 和 解

判
決

却 下

棄 却

原 判 決 破 棄

失 効

終 結 計

終 結 計

上

告

審

上

　
　
告

係

属

前 年 繰 越

提
起

当 事 者

労 委 ・
訴 訟 参 加 人

小 計

係 属 計

控

訴

審

係

属

前 年 繰 越

提
起

当 事 者

労 委 ・
訴 訟 参 加 人

却 下

棄 却

一 部 取 消

全 部 取 消

小 計

係 属 計

終

結

小 計

係 属 計

終

結

取 下 ・ 和 解

判
決

却 下

棄 却

一 部 取 消

全 部 取 消

終 結 計

取 下 ・ 和 解

判
決

年別 都道府県労委 　　　　中　　労　　委

区分

第

一

審

係

属

前 年 繰 越

提
起

労 働 者

使 用 者
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２ 労働争議の調整 

 

(1)  労委別労働争議調整件数及び対象労働者数（全労委） 

 
 

 

労　 委 繰越 開始 計 繰越 開始 計 繰越 開始 計 繰越 開始 計 65Ⅱ 取下 移管 取下 解決 打切 繰越 開始 計

北海道 0 19 19 0 8,483 8,483 0 19 19 0 8,483 8,483 0 4 0 0 7 4 4 0 0 0

青森 2 3 5 40 119 159 2 3 5 40 119 159 0 0 0 2 2 0 1 0 0 0

岩手 0 1 1 0 97 97 0 1 1 0 97 97 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

宮城 0 1 1 0 350 350 0 1 1 0 350 350 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

秋田 1 2 3 71 142 213 1 2 3 71 142 213 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0

山形 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福島 1 2 3 8 56 64 1 2 3 8 56 64 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0

計 4 28 32 119 9,247 9,366 4 28 32 119 9,247 9,366 0 4 0 2 9 10 7 0 0 0

茨城 1 3 4 38 443 481 1 3 4 38 443 481 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0

栃木 0 3 3 0 230 230 0 3 3 0 230 230 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0

群馬 0 1 1 0 142 142 0 1 1 0 142 142 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

埼玉 1 6 7 101 2,859 2,960 1 6 7 101 2,859 2,960 0 0 0 0 1 5 1 0 0 0

千葉 1 2 3 8 4,300 4,308 1 2 3 8 4,300 4,308 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0

東京 23 60 83 15,846 48,545 64,391 23 60 83 15,846 48,545 64,391 0 0 0 8 26 28 21 0 0 0

神奈川 8 14 22 5,380 2,474 7,854 8 14 22 5,380 2,474 7,854 0 0 0 1 10 7 4 0 0 0

新潟 2 5 7 5,371 6,917 12,288 1 1 2 2,221 455 2,676 0 0 0 1 1 0 0 1 4 5

山梨 0 1 1 0 33 33 0 1 1 0 33 33 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

長野 1 2 3 911 87 998 1 2 3 911 87 998 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0

静岡 2 5 7 128 464 592 2 5 7 128 464 592 0 0 0 0 4 3 0 0 0 0

計 39 102 141 27,783 66,494 94,277 38 98 136 24,633 60,032 84,665 2 0 0 10 50 48 26 1 4 5

富山 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川 1 0 1 17 0 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福井 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜 0 1 1 0 81 81 0 1 1 0 81 81 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

愛知 1 9 10 315 2,066 2,381 1 9 10 315 2,066 2,381 0 0 0 3 4 1 2 0 0 0

三重 4 5 9 2,130 2,502 4,632 4 5 9 2,130 2,502 4,632 0 0 0 1 3 4 1 0 0 0

計 6 15 21 2,462 4,649 7,111 5 15 20 2,445 4,649 7,094 0 0 0 4 7 5 4 0 0 0

滋賀 1 3 4 390 565 955 1 3 4 390 565 955 0 0 0 0 1 3 0 0 0 0

京都 1 5 6 1,800 8,293 10,093 1 5 6 1,800 8,293 10,093 0 0 0 1 1 4 0 0 0 0

大阪 3 21 24 1,660 5,579 7,239 3 18 21 1,660 5,531 7,191 0 6 0 1 6 5 3 0 3 3

兵庫 3 18 21 1,300 7,541 8,841 3 18 21 1,300 7,541 8,841 0 1 0 0 5 13 2 0 0 0

奈良 2 1 3 339 150 489 2 1 3 339 150 489 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0

和歌山 0 1 1 0 400 400 0 1 1 0 400 400 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

計 10 49 59 5,489 22,528 28,017 10 46 56 5,489 22,480 27,969 0 7 0 2 14 27 6 0 3 3

鳥取 0 2 2 0 4 4 0 2 2 0 4 4 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

島根 0 2 2 0 62 62 0 2 2 0 62 62 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0

岡山 1 0 1 178 0 178 1 0 1 178 0 178 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

広島 1 7 8 39 797 836 1 7 8 39 797 836 0 0 0 1 2 5 0 0 0 0

山口 1 7 8 113 1,748 1,861 1 7 8 113 1,748 1,861 1 0 0 0 2 2 3 0 0 0

計 3 18 21 330 2,611 2,941 3 18 21 330 2,611 2,941 2 0 0 1 7 8 3 0 0 0

徳島 0 3 3 0 1,218 1,218 0 3 3 0 1,218 1,218 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0

香川 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛 0 2 2 0 170 170 0 2 2 0 170 170 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0

高知 0 5 5 0 89 89 0 5 5 0 89 89 0 0 0 0 1 2 2 0 0 0

計 0 10 10 0 1,477 1,477 0 10 10 0 1,477 1,477 0 0 0 1 4 3 2 0 0 0

福岡 2 5 7 92 446 538 2 5 7 92 446 538 0 0 0 0 3 3 1 0 0 0

佐賀 0 3 3 0 69 69 0 3 3 0 69 69 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0

長崎 3 3 6 51 322 373 3 3 6 51 322 373 0 0 0 0 4 2 0 0 0 0

熊本 0 3 3 0 669 669 0 3 3 0 669 669 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0

大分 0 2 2 0 722 722 0 2 2 0 722 722 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

宮崎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島 0 1 1 0 9 9 0 1 1 0 9 9 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

沖縄 1 1 2 133 37 170 1 1 2 133 37 170 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0

計 6 18 24 276 2,274 2,550 6 18 24 276 2,274 2,550 1 0 0 1 11 9 2 0 0 0

都道府県労委計 68 240 308 36,459 109,280 145,739 66 233 299 33,292 102,770 136,062 5 11 0 21 102 110 50 1 7 8

中労委 0 5 5 0 45,239 45,239 0 3 3 0 40,930 40,930 0 0 0 0 0 0 3 0 2 2

合計 68 245 313 36,459 154,519 190,978 66 236 302 33,292 143,700 176,992 5 11 0 21 102 110 53 1 9 10

(注)　「取扱結果」欄の「65Ⅱ」、「70Ⅱ」、「規79」はそれぞれ労委規則第65条２項、第70条２項及び第79条による処理件数を示す。

取扱総件数 対象労働者数 係属件数 取扱結果

繰越件数 対象労働者数 指名前 指名後 件数

取　　　　　　　　　　扱　　　　　　　　　　種　　　　　　　　　　類

あ    っ    せ    ん
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（第 11 表）  

 

繰越 開始 計 70Ⅱ 取下 移管 取下 解決 不調 打切 繰越 開始 計 繰越 開始 計 規79 取下 移管 取下 裁定 打切

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,150 6,462 9,612 0 0 0 0 3 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,150 6,462 9,612 0 0 0 0 3 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 17 0 17 0 0 0 0 1 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 17 0 17 0 0 0 0 1 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 48 48 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 48 48 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,150 6,510 9,660 0 0 0 0 4 0 0 4 1 0 1 17 0 17 0 0 0 0 1 0 0

0 4,309 4,309 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,150 10,819 13,969 0 0 0 0 6 0 0 4 1 0 1 17 0 17 0 0 0 0 1 0 0

調　　　　　　　　　　停 仲　　　　　　　　　　裁

繰越指名前 指名後 件数 対象労働者数 指名前 指名後対象労働者数

係属件数 取　扱　結　果

繰越

係属件数 取　扱　結　果

（単位：件）

取　　　　　　　　　　扱　　　　　　　　　　種　　　　　　　　　　類
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(4) 新規係属事件における産業別調整件数の推移 （全労委）                           （第 14 表） 

 

（単位：件）

業種＼年

Ａ 〈農業，林業〉 1 3 1 3
農業 1 3 1 3

林業

Ｂ 〈漁業〉 1
漁業

水産養殖業 1

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業
Ｄ 建設業 11 7 10 4 14
Ｅ 〈製造業〉 63 〔2〕 4 2 〔2〕 41 〔2〕 3 3 〔2〕 22 〔2〕

食料品製造業 6 3 7 6 3

飲料・たばこ・飼料製造業 1 1 1

繊維工業 3 1 1

木材・木製品製造業 1

家具・装備品製造業 3

パルプ・紙・紙加工品製造業 1 3 1

印刷・同関連業 4 〔1〕 4 〔1〕 4 〔1〕 1 〔1〕 2 〔1〕

化学工業 4 1 5 1 2

石油製品・石炭製品製造業 1 1

プラスチック製品製造業 4 3 1 1

ゴム製品製造業 2 1

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業 4 3 2 2 2

鉄鋼業 2

非鉄金属製造業 1 1

金属製品製造業 7 〔1〕 9 〔1〕 10 〔1〕 6 〔1〕 2 〔1〕

はん用機械器具製造業 1

生産用機械器具製造業 2 1 5

業務用機械器具製造業 2 2 4 2 2

電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ製造業・電子回路製造業 3 2 1 1

電気機械器具製造業 3 2 1

情報通信機械器具製造業 1 1 1

輸送用機械器具製造業 5 1 1 6 3

その他の製造業 6 4 1 2

Ｆ 〈電気・ガス・熱供給・水道業〉 1 1 1 3
電気業
ガス業

熱供給業

水道業 1 1 1 3

Ｇ 〈情報通信業〉 12 〔1〕 15 1 1 8 7
通信業 1 〔1〕 2

放送業 1 1 1

情報サービス業 6 8 3 3 5

インターネット付随サービス業 1 1 1 1

映像・音声・文字情報制作業 5 3 6 3 1

Ｈ 〈運輸業，郵便業〉 57 6 3 48 60 43
鉄道業 3 7 3 6 1
道路旅客運送業（バス専業） 4 6 3 7 6

　〃　（ハイヤー・タクシー業） 12 7 8 9 8

道路貨物運送業 30 32 26 29 23

水運業 1 1 3

航空運輸業 1 3 2 1 2

倉庫業 1 1

運輸に付帯するサービス業 5 4 5 3 1

郵便業 2 3 1 1

Ｉ 卸売業，小売業 32 3 6 22 25 〔1〕 24
Ｊ 金融業，保険業 4 〔1〕 1 5 5 3
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 9 3 2 1 2
Ｌ 〈学術研究，専門・技術サービス業〉 11 7 7 4 6

学術・開発研究機関 2 2 1 1

専門サービス業(他に分類されないも の) 4 5 1 2 3

広告業 1 2

技術サービス業(他に分類されないも の) 5 1 2 1 2

Ｍ 〈宿泊業，飲食サービス業〉 16 1 5 13 14 2
宿泊業 3 4 1 1

飲食業 9 7 11 11 2

持ち帰り・配達飲食サービス業 4 4 1 2

Ｎ 〈生活関連サービス業，娯楽業〉 6 10 8 10 11
洗濯・理容・美容・浴場業 3 2 3 3 1

その他の生活関連サービス業 3 3 1 2 6

娯楽業 5 4 5 4

Ｏ 教育，学習支援業 39 3 9 41 〔2〕 30 32

Ｐ 〈医療，福祉〉 60 〔4〕 4 9 49 5 0 〔3〕 42 〔1〕
医療業 27 〔4〕 24 28 26 〔3〕 25

保健衛生 1 1

社会保険・社会福祉・介護事業 32 25 20 24 17 〔1〕

Ｑ 〈複合サービス業〉 5 6 5 2 2
郵便局 2 1

協同組合（他に分類されないも の） 5 6 3 2 1

Ｒ 〈サービス業〉 30 4 4 42 29 29 〔2〕
廃棄物処理業 9 11 10 2 9

自動車整備業

機械等修理業 1 2

職業紹介・労働者派遣業 5 12 14 10 4

その他の事業サービス業 12 10 14 9 7 〔1〕

政治・経済・文化団体 1 3 4 5 〔1〕

宗教 1 1 1 1

その他のサービス業 2 7 1 3 3

外国公務

Ｓ 〈公務〉 9 2 6 11
地方公務（都道府県機関） 1 1 1 1

地方公務（市町村機関） 8 1 5 10

Ｔ 分類不能の産業 1 1

367 〔8〕 344 〔2〕 312 〔4〕 287 〔6〕 245 〔5 〕

09

分類番号 平成26年 27年 28年 29年 30年

01

02

03

04

21

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

33

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

44

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43-1

43-2

77

45

46

47

48

49

71

72

73

74

75

76

91

78

79

80

83

84

85

86

87

88

89

90

98-2

計
（注）〔　〕内は行政執行法人事件を含む中労委取扱件数で内数。

92

93

94

95

96

98-1
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(6) 新規係属事件における組合員数規模別調整事項数（行政執行法人を除く）            （第 16 表） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：項目）

ａ 6 2 3 0 1 3 1 0 16 〔〕

ｂ 2 0 1 0 1 0 0 0 4 〔〕

ｃ 1 0 2 1 1 0 0 0 5 〔〕

賃金増額 ｄ 4 2 2 1 2 1 1 0 13 〔〕

一時金 e 8 5 4 6 4 1 0 0 28 〔〕

諸手当 ｆ 2 5 6 8 6 0 0 0 27 〔〕

その他賃金に関するもの ｇ 16 10 10 4 9 4 0 0 53 〔〕

退職一時金･年金 ｈ 1 3 2 2 0 0 0 0 8 〔〕

解雇・休業手当 ｉ 2 2 2 0 0 0 0 0 6 〔〕

33 0 27 0 26 0 21 0 21 0 6 〔〕 1 〔〕 0 0 135 〔〕

労働時間 ｊ 2 3 2 3 2 0 0 0 12 〔〕

休日・休暇 ｋ 4 0 1 1 4 0 1 0 11 〔〕

作業方法の変更 ｌ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 〔〕

定年制 ｍ 1 0 1 1 0 1 1 0 5 〔〕

その他の労働条件 ｎ 5 2 7 1 0 1 1 0 17 〔〕

12 0 5 0 11 0 6 0 6 0 2 〔〕 3 〔〕 0 0 45 〔〕

事業休廃止 ｏ 0 0 1 0 0 1 0 0 2 〔〕

企業合併・事業譲渡 ｐ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 〔〕

人員整理 ｑ 1 2 0 0 0 1 0 0 4 〔〕

配置転換 ｒ 4 2 5 1 4 3 0 0 19 〔〕

解雇 ｓ 9 14 12 8 8 6 1 0 58 〔〕

その他の経営人事 ｔ 5 5 6 6 1 0 0 0 23 〔〕

19 0 23 0 24 0 15 0 13 0 11 〔〕 1 〔〕 0 0 106 〔〕

ｕ 1 2 0 2 1 0 0 0 6 〔〕

ｖ 24 23 〔1〕 24 13 15 13 2 〔2〕 3 117 〔3〕

ｗ 0 0 0 1 0 0 0 0 1 〔〕

ｘ 4 11 11 4 2 3 2 〔2〕 1 38 〔2〕

102 0 93 〔1〕 102 0 63 0 61 0 38 〔〕 10 〔4〕 4 0 473 〔5〕総　計

(注）1.　複数の調整事項を含む事件もあるため、計は事件数に一致しない。
      2.　〔　〕内は中労委取扱件数で内数。
　    3.　調整事項のd,e,f,g,h,i,j,k,l,m,n,uを「経済的事項」区分とし、調整事項のa,c,o,p,q,r,s,t,v,w,xを「非経済的事項」区分としている。

経
営
又
は
人
事

小　計

福利厚生

団交促進

事前協議制

その他

給
与
以
外

小　計

計
未  満 99 299 499 999 4,999 以  上

組合承認・組合活動

協約締結・全面改定

協約効力・解釈

賃
金

小　計

　　　　　　　　組合員数
　　調整事項

30 人 30～ 100～ 300～ 500～ 1,000～ 5,000人
不明
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(9) 労委別労働争議実情調査取扱件数（全労委）                                      （第 19 表） 

 

あ 調 仲 不

北海道 6 19 22,657 20 0 0 0 0 0 5 20 0 0 19 0 0

青森 0 2 3,169 2 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 0

岩手 3 26 5,706 22 2 0 0 0 0 5 24 0 0 26 0 0

宮城 5 21 28,257 14 7 0 0 0 0 5 21 0 0 21 0 0

秋田 0 5 9,628 5 0 0 0 0 0 0 5 0 0 5 0 0

山形 2 20 13,897 15 5 0 0 0 0 2 20 0 0 20 0 0

福島 6 50 15,502 48 0 0 0 0 0 8 48 0 0 50 0 0

茨城 19 65 11,613 63 0 1 0 0 0 20 64 0 0 65 0 0

栃木 0 10 1,111 10 0 0 0 0 0 0 10 0 0 10 0 0

群馬 0 2 2,091 2 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 0

埼玉 0 11 3,409 11 0 0 0 0 0 0 11 0 0 11 0 0

千葉 1 2 410 2 0 0 0 0 0 1 2 0 0 2 0 0

東京 50 105 43,684 107 1 0 0 0 0 47 108 0 0 103 0 2

神奈川 3 27 4,204 26 1 0 0 0 0 3 27 0 0 27 0 0

新潟 2 19 12,138 10 9 0 0 0 0 2 19 0 0 19 0 0

山梨 0 2 2,100 1 1 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 0

長野 0 24 45,266 21 1 0 0 0 0 2 22 0 0 24 0 0

静岡 15 49 11,456 32 21 0 0 0 0 11 53 0 0 49 0 0

富山 0 22 17,699 22 0 0 0 0 0 0 22 0 0 22 0 0

石川 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 0

福井 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜 0 1 320 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0

愛知 9 18 5,882 18 0 0 0 0 0 9 18 0 0 18 0 0

三重 4 12 4,672 9 6 0 0 0 0 1 10 2 3 12 0 0

滋賀 4 16 1,488 16 0 0 0 0 0 4 16 0 0 16 0 0

京都 15 68 16,130 71 0 0 0 0 0 12 71 0 0 68 0 0

大阪 18 47 11,065 18 28 0 0 0 0 19 46 0 0 47 0 0

兵庫 0 40 4,267 35 4 0 0 0 0 1 39 0 0 40 0 0

奈良 1 20 5,741 21 0 0 0 0 0 0 21 0 0 20 0 0

和歌山 0 5 3,890 3 0 0 0 0 0 2 3 0 0 5 0 0

鳥取 2 65 2,563 67 0 0 0 0 0 0 67 0 0 65 0 0

島根 4 20 4,575 21 1 0 0 0 0 2 22 0 0 20 0 0

岡山 2 7 4,697 6 3 0 0 0 0 0 8 0 1 7 0 0

広島 3 37 15,038 31 6 0 0 0 0 3 37 0 0 37 0 0

山口 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島 0 9 3,215 8 0 0 0 0 0 1 8 0 0 9 0 0

香川 3 6 1,804 7 0 0 0 0 0 2 7 0 0 6 0 0

愛媛 0 29 1,797 29 0 0 0 0 0 0 29 0 0 29 0 0

高知 0 2 93 0 2 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 0

福岡 0 12 15,257 10 0 0 0 0 0 2 10 0 0 12 0 0

佐賀 5 19 620 15 6 0 0 0 0 3 21 0 0 19 0 0

長崎 1 3 1,505 2 2 0 0 0 0 0 4 0 0 3 0 0

熊本 0 2 4,873 1 1 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 0

大分 6 40 3,977 41 0 0 0 0 0 5 41 0 0 40 0 0

宮崎 1 2 262 3 0 0 0 0 0 0 3 0 0 2 0 0

鹿児島 0 5 4,853 5 0 0 0 0 0 0 5 0 0 5 0 0

沖縄 1 3 2,142 3 1 0 0 0 0 0 4 0 0 3 0 0

都道府県

労委　計
191 971 374,723 876 108 1 0 0 0 177 979 2 4 969 0 2

中労委 0 107 800,422 107 0 0 0 0 0 0 107 0 0 107 0 0

合　　計 191 1,078 1,175,145 983 108 1 0 0 0 177 1,086 2 4 1,076 0 2

（注）2.「担当者」欄の  １．事務局職員２．事務局職員とその他の者 ３．その他の者

（注）1.「段階」欄のＡ:実情把握の上接触を保ち交渉の推移を見守ったもの。 Ｂ：交渉の進展に努力したもの。Ｃ  交渉の仲立ちをし、争議を解

決に導いたもの。

当年

開始
解決 打切

移　　　　行
Ａ Ｂ

（単位：件）

　  　 区分

 

 労委

取扱件数
対象

労働者数

終　　結　　事　　件
繰越

段階 担当者

前年

繰越
Ｃ １ ２ ３
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３ 労働組合の資格審査 

 

(1) 全労委年次別取扱件数 

イ 労働組合資格審査状況                                                          （第 20 表） 

 
 

ロ 係属事由別資格審査状況                                                        （第 21 表） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：件）

前年
繰越

新規
係属

計
取下
・

打切
適格 不適格 計

26 580 703 1,283 244 451 0 695 588 2

27 588 614 1,202 286 367 2 655 547 3

28 547 578 1,125 258 422 1 681 444 3

29 444 573 1,017 205 336 2 543 474 4

30 474 553 1,027 245 346 1 592 435 1

係属 終結

次年
繰越

補正
勧告

区分

年

（単位：件）

取扱計 適格 取扱計 適格 取扱計 適格 取扱計 適格 取扱計 適格 取扱計 適格

26 1,283 451 209 206 989 175 81 66 4 4 - -

27 1,202 367 146 138 1,002 192 51 35 3 2 - -

28 1,125 422 205 201 870 176 45 40 5 5 - -

29 1,017 336 140 135 822 160 54 40 1 1 - -

30 1,027 346 174 172 783 111 65 58 5 5 - -

（注）　平成28・29年の数値を修正したため、平成29年の年報とは一致しない。

協約拡張適用合計 委員推薦 不当労働行為 法人登記 総会の決議区分

年

区分

年



- 17 - 

 

(2) 全労委取扱件数                                                               （第 22 表） 

 

（２）　全労委取扱件数 （単位：件）

小計
委員

推薦

不当労

働行為

法人

登記

総会

決議

協約拡

張適用

北 海 道 0 8 3 5 0 0 0 8 0 6 0 6 2 0

青 森 0 12 11 1 0 0 0 12 0 11 0 11 1 0

岩 手 0 14 14 0 0 0 0 14 0 14 0 14 0 0

宮 城 0 13 6 6 1 0 0 13 1 7 0 8 5 0

秋 田 1 3 2 1 0 0 0 4 1 2 0 3 1 0

山 形 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0

福 島 0 10 8 2 0 0 0 10 1 7 0 8 2 0

茨 城 3 8 5 2 1 0 0 11 3 6 0 9 2 0

栃 木 0 3 0 2 1 0 0 3 1 0 0 1 2 0

群 馬 7 6 4 1 1 0 0 13 2 8 0 10 3 0

埼 玉 0 8 0 4 4 0 0 8 1 3 0 4 4 0

千 葉 5 11 7 1 3 0 0 16 3 12 0 15 1 0

東 京 198 130 1 110 17 2 0 328 89 34 1 124 204 0

神 奈 川 47 39 7 25 7 0 0 86 22 24 0 46 40 0

新 潟 4 9 6 0 3 0 0 13 0 12 0 12 1 0

山 梨 2 3 2 1 0 0 0 5 2 2 0 4 1 0

長 野 1 5 2 2 1 0 0 6 1 3 0 4 2 0

静 岡 5 16 16 0 0 0 0 21 4 17 0 21 0 0

富 山 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0

石 川 2 1 1 0 0 0 0 3 1 2 0 3 0 0

福 井 0 5 5 0 0 0 0 5 0 5 0 5 0 0

岐 阜 2 2 0 2 0 0 0 4 2 0 0 2 2 0

愛 知 8 13 0 11 2 0 0 21 6 3 0 9 12 0

三 重 7 12 6 5 1 0 0 19 6 7 0 13 6 0

滋 賀 1 1 1 0 0 0 0 2 0 2 0 2 0 0

京 都 5 10 7 3 0 0 0 15 2 9 0 11 4 0

大 阪 29 31 0 24 5 2 0 60 2 46 0 48 12 0

兵 庫 8 12 0 11 1 0 0 20 7 4 0 11 9 0

奈 良 2 4 0 2 2 0 0 6 0 2 0 2 4 0

和 歌 山 0 6 5 0 1 0 0 6 0 6 0 6 0 0

鳥 取 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島 根 0 1 1 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0

岡 山 1 10 5 5 0 0 0 11 3 5 0 8 3 0

広 島 1 9 3 4 2 0 0 10 2 5 0 7 3 0

山 口 5 7 6 1 0 0 0 12 1 9 0 10 2 1

徳 島 1 1 0 0 1 0 0 2 0 2 0 2 0 0

香 川 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛 媛 0 1 0 0 1 0 0 1 0 1 0 1 0 0

高 知 2 3 2 1 0 0 0 5 0 4 0 4 1 0

福 岡 0 5 0 4 1 0 0 5 0 5 0 5 0 0

佐 賀 0 2 2 0 0 0 0 2 0 2 0 2 0 0

長 崎 5 2 0 1 1 0 0 7 4 1 0 5 2 0

熊 本 1 2 1 1 0 0 0 3 2 1 0 3 0 0

大 分 1 2 0 2 0 0 0 3 2 0 0 2 1 0

宮 崎 0 1 0 1 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0

鹿 児 島 0 2 2 0 0 0 0 2 0 2 0 2 0 0

沖 縄 0 4 0 2 1 1 0 4 0 4 0 4 0 0

中 労 委 118 106 29 77 0 0 0 224 73 48 0 121 103 0

合 計 474 553 170 320 58 5 0 1,027 245 346 1 592 435 1

(※)不当労働行為事件に伴う組合資格審査の不適格決定に対する再審査申立て１件を含む。

係　属　件　数 終結件数

次年
繰越

規則第
24条補

正勧告
前年

繰越

新　 規

計

取下

・

打切

資格

あり

資格

なし
計

区分

労委
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４ その他 
(1) 労調法第 37 条違反被疑事件数                                                     (第 23 表) 

 
 

(2) 協約の拡張適用件数                                                            （第 24 表） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分

年

使用者
申立

労働者
申立

その他
(認知)

計 警告 その他

21 － － － － － － － － － －

22 － － － － － － － － － －

23 － － － － － － － － － －

24 － － － － － － － － － －

25 － － － 1 1 1 － － 1 1

26 － － － － － － － － － －

27 － － － － － － － － － －

28 － － － － － － － － － －

29 － － － － － － － － － －

30 － － － － － － － － － －

（単位：件）
係　属　件　数 終　結　件　数

前年
繰越

新　規　係　属

合計

不請求

合計
処罰
請求

区分

年

都 道 府 県
労 委

中労委

21 － － － － － －

22 － － － － － －

23 － － － － － －

24 － － － － － －

25 － － － － － －

26 － － － － － －

27 － － － － － －

28 － － － － － －

29 － － － － － －

30 － － － － － －

不適用前年繰越

新　規　係　属
打  切

（取下）
適用

（単位：件）
係　属　件　数 終　結　件　数


